【商号】　事業再生計画書（案）

〔再生計画／プレ再生計画〕（中小企業活性化協議会の再生支援による計画）
第【○】版　【作成日】
基準日：【○年○月○日】
計画期間：【○年○月期（計画0期）】〜【○年○月期（計画○期）】
金額の単位：千円
本書の取扱い：対象債権者と中小企業活性化協議会での検討に限ってご利用ください。
	このひな形の使い方　（提出前に、この枠から目次の前までを削除してください）
このテンプレートは一般的な様式例です。中小企業活性化協議会や金融機関が様式を指定している場合は、そちらを優先してください。数式・記載例の内容は、利用者の責任で確認してお使いください。2026年10月10日時点で公表されている資料をもとに作成しています。
中小企業活性化協議会（以下「協議会」）の再生支援で作る事業再生計画書のひな形です。事業再生 実務ガイドの「事業再生計画書の作り方」（https://www.sapporotax.com/saisei/keikakusho/）第2章の標準構成の順に、計画の要旨から付録まで章を並べ、章ごとに「記載のポイント」と記載例を入れています。
1. 【　】は差し替える箇所（中の語は入れる内容の目印）、〔A／B〕はどちらかを選んで残りを消す箇所、（○○の場合）は当てはまらなければ段落ごと消す箇所です。
1. 水色の「記載のポイント」の枠は書き方の説明で、枠の下の本文が記載例です。提出の前に、枠ごと削除してください。
1. 計画の型（リスケ型・債権放棄型・プレ再生計画・小規模特例）に合わせて、要らない章を削ります。章ごとの要否は次のページの表で、記載事項の漏れは付録2の要件対応表で確かめます。
1. 書く順番は、①定義と前提（付録1、7-1）、②数値の表、③本文、④要旨の順にすると手戻りが減ります。
1. 表の数字は、設例A社（架空の会社。食品製造業、基準日2026年3月31日、2026年3月期決算）の記載例で、設例のページ（https://www.sapporotax.com/saisei/settei/）と同じ数字です。A社にない数値は「記入例（架空の数値）」と表示しています。
1. 再生計画案は会社が作るもので、個別支援チームはその作成を支援する立場です（別冊2 Q＆A Q25）。記載例はそのまま使わず、経営者が自分の言葉で説明できる文章に直してください。
1. 提出の前に、「【」「〔」、A社の数字や記載例の文言が残っていないかを検索して確かめます。目次は、編集の後に右クリックの「フィールド更新」で更新します。
1. 表紙と各ページの下には、版番号と日付を入れます（フッターの作成表示は置き換えて構いません）。
作成：ジェイスタート会計事務所（https://www.sapporotax.com/saisei/shoshiki/）



表記の決まり
	表記
	意味
	例

	【　】
	差し替える箇所。中の語は入れる内容の目印
	【商号】、【○年3月期】

	〔A／B〕
	どちらかを選び、残りを消す
	〔続投／退任〕

	（○○の場合）
	当てはまらなければ段落ごと消す
	（債権放棄等を要請する場合）


章の構成と、計画の型ごとに必要な章　（提出前にこのページを削除してください）
章は「現状→原因→方針と施策→数字→金融機関へのお願い→責任と合理性→成立後の道筋」の順に並んでいます。型に合わせて章を足し引きし、要らない章は見出しごと削除します。見出しの「（○○の場合）」は、その型のときに残す章の印です。残す場合は印を消してください。
章の一覧と必要な型（計画書のページ 表2-1）
	章
	主な内容
	要領の対応
	必要な型

	0 はじめに（計画の要旨）
	計画の型、基準日、計画期間、数値目標、要請事項の一覧
	―
	全て

	1 企業の概況
	沿革、株主・役員、グループ、従業員、役員等との資金貸借、ビジネスモデル俯瞰図
	①企業の概況
	全て

	2 財務状況の推移
	過去3期以上の損益と貸借、増減の原因
	①財務状況の推移
	全て

	3 実態貸借対照表
	決算・修正・実態の3列、修正事項の一覧
	①実態貸借対照表
	全て

	4 窮境原因と除去可能性
	外部要因と内部要因、経営者の関与、取り除けるか
	①経営が困難になった原因
	全て

	5 再生の基本方針
	核となる事業、縮小・撤退する事業、再生の方法
	①事業再構築計画
	全て

	6 具体的施策
	施策ごとの担当・期限・目標・効果額
	①事業再構築計画
	全て

	7 事業と財務の見通し
	前提条件、損益・貸借・キャッシュフロー計画、数値基準の判定
	①今後の見通し、②〜④
	全て（注）

	8 資金繰り計画
	月次の資金繰り（実績と計画）
	①資金繰り計画
	全て

	9 金融支援と債務弁済計画
	金融機関別の残高・保全・要請内容・弁済額、公租公課の納付計画
	①債務弁済計画・金融支援、⑦
	全て

	10 経営者責任・株主責任
	役員報酬、私財提供、経営体制、株主の権利の扱い
	⑤⑥
	全て（⑥は債権放棄型）

	11 保証人の資産と負債
	保証人の資産・負債、保証債務の扱い
	①保証人
	債権放棄型

	12 清算価値との比較
	破産した場合の回収見込みと、計画による回収見込み
	⑧
	債権放棄型

	13 地域経済への影響
	雇用、取引先、地域で果たす役割
	⑨
	必要に応じて（プレ再生は記載）

	14 本格的な再生計画への移行
	出口のイ・ロ・ハ
	⑪
	プレ再生

	15 小規模特例の要件
	計画2〜4期の営業キャッシュフロー、生活の確保
	⑩
	小規模特例

	16 モニタリング計画
	頻度、報告する資料、出席者、未達時の対応
	―
	全て

	付録
	数値計画の明細、金融機関別の表、算式と用語の定義
	―
	全て


注：プレ再生計画と小規模特例では、7のうち数値基準の判定は不要です。ただし、数値計画そのものは①の「今後の事業見通し」「財務状況の今後の見通し」として必要です。16のモニタリング計画は2.(5)の記載事項ではありません。ただ、協議会は成立後概ね3事業年度（成立年度を含む）を目途にモニタリングを行います（4.(1)③）。「要領の対応」の①〜⑪は、別冊2 再生支援実施要領 2.(5)の項目です。
型に応じた章の足し引き（計画書のページ 表2-3。章番号は上の表）
	型
	加える章
	外せる章・項目
	注意

	リスケ型
	―
	11、12、10のうち株主責任
	10の経営者責任は必要

	債権放棄型
	10の株主責任、11、12
	―
	第二会社方式は承継する範囲と手続の流れを図で示す

	プレ再生
	13、14
	7の数値基準の判定、11、12
	簡易な財務調査でも3の実態貸借対照表は載せる

	小規模特例
	15
	7の数値基準の判定、11、12
	営業キャッシュフローを年度別の表で示す


第二会社方式は、事業を会社分割又は事業譲渡で別会社に移した後、元の会社の特別清算や破産の中で債権放棄を受ける方法です（別冊2 Q＆A Q14）。承継する事業・資産・負債の範囲と税務の影響が論点になるため、税務の試算も付録に添えます。
目　次
0　はじめに（計画の要旨）	4
0-1 計画の要旨	4
0-2 計画の要旨の一覧表	4
1　企業の概況	6
2　財務状況の推移	7
3　実態貸借対照表	8
4　窮境原因と除去可能性	11
5　再生の基本方針	12
6　具体的施策	13
6-1 重点施策	13
6-2 施策の効果の積上げ	14
6-3 推進体制と他の支援施策	14
7　事業と財務の見通し	15
7-1 前提条件と事業の見通し	15
7-2 損益計画	16
7-3 キャッシュフローと実態純資産の推移	16
7-4 数値基準の判定（リスケ型・債権放棄型の場合）	17
7-5 下振れした場合	18
8　資金繰り計画	19
9　金融支援と債務弁済計画	20
9-1 お願いする金融支援の内容	20
9-2 金融機関別の残高と弁済額	21
9-3 公租公課の納付計画（滞納がある場合）	21
10　経営者責任・株主責任	22
10-1 経営者責任	22
10-2 株主責任（債権放棄型の場合）	22
11　保証人の資産と負債（債権放棄型の場合）	23
12　清算価値との比較（債権放棄型の場合）	24
13　地域経済への影響（プレ再生の場合・他の型は必要に応じて）	25
14　本格的な再生計画への移行（プレ再生の場合）	26
14-1 イ　終了時の対応	26
14-2 ロ　期間中の本格的な再生計画への移行	26
14-3 ハ　計画の履行が困難になった場合の対応	27
14-4 出口の判定表	27
15　小規模特例の要件（小規模特例の場合）	28
16　モニタリング計画	29
16-1 期間・頻度・報告の内容	29
16-2 計画を下回った場合・上回った場合	29
付録	31
付録の一覧	31
付録1 用語と算式の定義	31
付録2 要件対応表	32
0　はじめに（計画の要旨）
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：―　／　必要な型：全て
1. 要旨は、金融機関の担当者が稟議の要約にそのまま使う部分です。計画全体の結論を1〜2ページで示します。
1. 数字は本文の表から引き、項目ごとに本文の参照ページ（○頁）を付けます。要旨は、本文が固まってから最後に書きます。
1. 計画の型（リスケ型・債権放棄型・プレ再生計画・小規模特例）と、協議会の再生支援による計画であることを明記します。
1. 要請する金融支援の一覧（表0-3）は、金融機関の担当者が最初に自らの欄を探す表です。基準日残高と構成比を載せ、弁済額は本文の弁済計画と同じ算定ルールで計算した数字を使います。
1. 信用保証協会は、代位弁済の前でも対象債権者に含めるのが一般的です（別冊2 Q＆A Q17）。保証付きの借入がある場合は、金融機関ごとに保証付きの残高を内訳で示します。
1. 年度は、成立日を含む事業年度を「計画0期」、翌事業年度を「計画1期」と呼ぶと分かりやすくなります（405事業のFAQ Q1-3-2）。計画1期の開始日は、数値基準の起点と一致します。
1. 0-1の文章と0-2の一覧表は同じ内容です。どちらか一方でも、両方を載せても構いません。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



0-1 計画の要旨
1. 計画の位置付け：本計画は、当社が中小企業活性化協議会の再生支援を受けて作成した〔再生計画／プレ再生計画〕です。対象債権者の皆様に、〔元金返済額の変更／【その他の金融支援】〕をお願いするものです。
2. 基準日と計画期間：基準日は【○年○月○日】です。成立日を含む【○年○月期】を計画0期とし、計画【○】期（【○年○月期】）までを計画期間とします。
3. 窮境原因：主な原因は、【原因1】、【原因2】、【原因3】です（○頁）。
4. 再生の基本方針：【核となる事業】に経営資源を集中し、【縮小・撤退する事業】から【時期】までに撤退します。重点施策は【○】本で、計画【○】期に年【○】千円の効果を見込みます（○頁）。
5. 数値目標：経常利益は計画【○】期に黒字化し、実質債務超過は計画【○】期に解消します。終了年度の有利子負債の対キャッシュフロー比率は【○】倍です（○頁）。（基準を満たさない場合）【基準の項目】は基準を満たしません。理由は【要約】です（○頁）。
6. お願いする金融支援：全ての対象債権者に同じ算定ルールでお願いします。金融機関ごとの内容は表0-3のとおりです。
7. 経営者責任〔・株主責任〕：【要約】（○頁）
8. 日程：【○月○日】債権者会議、【○月○日】ご意見の表明期限（予定）、【○月】計画成立（予定）
0-2 計画の要旨の一覧表
表0-1 計画の要旨の一覧
	項目
	内容
	参照

	計画の型
	〔リスケ型／債権放棄型／プレ再生計画／小規模特例〕。中小企業活性化協議会の再生支援による計画です。
	○頁

	基準日・計画期間・年度の呼び方
	基準日【○年○月○日】。計画期間【○年○月期（計画0期）】〜【○年○月期（計画○期）】。成立日を含む事業年度を計画0期、翌事業年度を計画1期と呼びます。
	○頁

	窮境原因の要約
	【原因1】、【原因2】、【原因3】
	○頁

	再生の基本方針と重点施策
	【核となる事業】に経営資源を集中します。重点施策は【○】本（効果 年【○】千円）です。
	○頁

	売上高・経常利益・実態純資産の計画
	表0-2のとおり
	○頁

	数値基準の達成年度
	実質債務超過の解消：計画【○】期／経常黒字化：計画【○】期／終了年度の有利子負債の対キャッシュフロー比率：【○】倍
	○頁

	要請する金融支援
	表0-3のとおり（金融機関別の基準日残高、要請内容、期間）
	○頁

	経営者責任・株主責任
	【要約】
	○頁

	成立までと成立後のスケジュール
	【○月○日】債権者会議、【○月】計画成立（予定）。成立後は【頻度】でモニタリングの報告をします。
	○頁


表0-2 数値計画の要約（記載例：設例A社、単位：千円）
	項目
	2026年
3月期
（実績）
	計画0期
2027年
3月期
	計画1期
2028年
3月期
	計画2期
2029年
3月期
	計画3期
2030年
3月期
	計画4期
2031年
3月期
	計画5期
2032年
3月期

	売上高
	1,200,000
	1,140,750
	1,101,500
	1,131,500
	1,161,500
	1,181,500
	1,181,500

	経常利益
	△20,000
	△7,250
	24,450
	56,550
	63,195
	66,870
	64,575

	実態純資産（会社単体、期末）
	△150,000
	△157,550
	△133,400
	△91,775
	△47,839
	△1,330
	43,572

	（参考）代表者と一体で見た純資産
	△85,000
	△92,550
	△68,400
	△26,775
	17,161
	63,670
	108,572

	期末の借入金
	940,000
	940,000
	900,000
	857,000
	812,000
	765,000
	718,000

	返済額
	―
	0
	40,000
	43,000
	45,000
	47,000
	47,000


注：2026年3月期の実態純資産・一体で見た純資産・借入金は、基準日（2026年3月31日）の数字です。数値基準の起点は2027年4月1日（計画1期の期首）で、経常黒字化は計画1期、実質債務超過の解消（会社単体）は計画5期、計画5期の有利子負債の対キャッシュフロー比率は3.8倍です（表7-5）。
表0-3 要請する金融支援の一覧（記載例：設例A社、単位：千円）
	金融機関
	基準日残高
	構成比
	うち信用保証協会
の保証付き
	要請する内容
	計画1期の
返済額（年額）

	A銀行
	450,000
	47.9％
	90,000
	元金返済額の変更（計画1〜5期）
	19,180

	B信用金庫
	260,000
	27.7％
	60,000
	同上
	11,052

	C公庫
	150,000
	16.0％
	0
	同上
	6,372

	D銀行
	80,000
	8.5％
	80,000
	同上
	3,396

	合計
	940,000
	100.0％
	230,000
	―
	40,000


注：計画1期の返済額は、同期のFCF 51,128千円の80％から1,000千円未満を切り捨てた40,000千円を、基準日の残高の割合で按分した額です（残高プロラタ。設例の仮定）。計画2期以降の金融機関別の額は表9-3、計画の成立から2027年3月までの扱い（元金の返済猶予の継続と利息の支払い）は9-1のとおりです。
1　企業の概況
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：別冊2 2.(5)①（企業の概況）　／　必要な型：全て
1. 要領2.(5)①の必須記載事項です。書く項目は定められていませんが、405事業のFAQ（Q1-3-1）が会社概要表に挙げる株主、役員構成、役員等との資金貸借、沿革を含めます。
1. 会社の紹介文ではなく、後の章の前提をそろえる場所です。窮境に至る経緯につながる出来事、責任の対象になる株主と役員、実態貸借対照表に影響する役員等との貸借を、漏れなく示します。
1. 商流は、ビジネスモデル俯瞰図を1枚添えると伝わります（付録5）。グループ会社がある場合は、資本と取引の関係図も添えます。
1. 数字と基準日は、実態貸借対照表とDD報告書にそろえます。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
（1）基本情報：【商号】（以下「当社」）は、【設立年】に設立した【業種】です。資本金は【○】千円、決算期は【○】月、従業員は正社員【○】名、パート【○】名です（【基準日】現在）。主な販売先は【販売先】です。
（2）沿革：【年】【窮境に関わる出来事（拠点の新設、事業への参入・撤退、代表者の交代など）】
（3）株主と役員：発行済株式【○】株のうち、代表者が【○】％、【続柄】が【○】％を保有しています。取締役は【人数と構成】で、後継者は〔決まっています／決まっていません〕。
（4）役員等との資金貸借：基準日現在、代表者への貸付金【○】千円、代表者からの借入金【○】千円、仮払金【○】千円があります。代表者は、金融機関借入金のうち【○】千円を連帯保証しています。
（5）グループ会社と取引金融機関：【関係会社の名称、資本関係、取引、保証】。借入金残高は【○】者で合計【○】千円です（表9-1）。
表1-1 会社の概要（記載例：設例A社）
	項目
	内容

	商号・所在地
	【商号】・【所在地】

	設立・資本金
	【○年】・【○】千円

	業種
	食品製造業（業務用冷凍食品の製造・卸売）

	拠点
	道内に本社工場と第2工場の2か所

	従業員
	85名（正社員60名・パート25名）

	決算期
	3月

	売上高（2026年3月期）
	1,200,000千円

	経常利益（2026年3月期）
	△20,000千円

	金融機関からの借入金
	940,000千円（4つの金融機関）：A銀行・B信用金庫・C公庫・D銀行（内訳は表9-1）

	決算書の純資産
	24,000千円（資産超過）

	調査の基準日
	2026年3月31日（直前の決算期末）

	計画の成立（想定）
	2026年11月。成立日を含む2027年3月期が計画0期、2028年3月期が計画1期

	株主・役員
	【持株比率、役員の年齢・親族関係、後継者の有無】

	役員等との資金貸借（基準日）
	代表者からの借入金 25,000千円、代表者への仮払い 6,000千円（実態貸借対照表では回収の見込みなし）

	グループ会社
	販売子会社（関係会社株式 10,000千円、貸付金 20,000千円、同社の借入 10,000千円への債務保証）


注：設例にない項目は【　】のままにしています。金額は帳簿の金額です（実態の評価は表3-1・表3-2）。
2　財務状況の推移
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：別冊2 2.(5)①（財務状況の推移）　／　必要な型：全て
1. ①は「財務状況（資産・負債・純資産・損益）の推移」と定めるだけで、期数の定めはありません。3期を基本に、悪化が始まった年度がそれより前なら、そこまで遡ると原因の説明につながります。
1. 表には決算書の数字を載せ、一過性の損益や不適切な会計処理を修正した正常収益力は、別の行か別表で並べます。どちらの数字かは表題に明示します。
1. 推移の表だけで終わらせず、増減の原因を書きます。原因の分析は「4 窮境原因と除去可能性」に書きます。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
表2-1のとおり、売上高は【○年○月期】の【○】千円から【○年○月期】の【○】千円へ【○】％減少しました。主な要因は【要因】です。経常利益は【○】千円から【△○】千円になりました。
一過性の損益などを調整した正常収益力は、経常利益で【△○】千円です（表2-2）。
表2-1 損益と財務の推移（記載例：設例A社、損益は変動費・固定費に組み替えた形、単位：千円）
	科目
	2024年3月期
	2025年3月期
	2026年3月期

	売上高
	1,250,000
	1,230,000
	1,200,000

	変動費（原材料・包材・運賃・燃料など）
	750,000
	752,760
	744,000

	限界利益
	500,000
	477,240
	456,000

	限界利益率
	40.0％
	38.8％
	38.0％

	人件費
	298,000
	299,000
	300,000

	減価償却費
	50,000
	49,000
	48,000

	その他の固定費
	122,000
	120,000
	118,000

	営業利益
	30,000
	9,240
	△10,000

	営業外収益
	5,000
	4,500
	4,000

	支払利息
	12,500
	13,500
	14,000

	経常利益
	22,500
	240
	△20,000

	法人税等
	6,500
	300
	300

	当期純利益
	16,000
	△60
	△20,300

	総資産（決算書）
	【○】
	【○】
	1,139,000

	金融機関からの借入金
	【○】
	【○】
	940,000

	純資産（決算書）
	【○】
	【○】
	24,000


注：2024年3月期・2025年3月期の貸借対照表の数字は設例にないため【○】としています。
表2-2 正常収益力の調整（記載例：設例A社、2026年3月期、単位：千円）
	項目
	金額

	経常利益（2026年3月期の決算）
	△20,000

	減価償却の正常化（当期に一部の設備の償却を止めていた分）
	△6,000

	退職給付費用の計上（未計上だった当期の増加分）
	△3,000

	設備故障による臨時の修繕費（一過性）
	7,000

	勤務実態のない親族役員への報酬（計画で支給停止）
	4,800

	正常な経常利益
	△17,200

	（参考）正常な営業利益
	△7,200

	（参考）正常な減価償却費
	54,000

	（参考）償却前の営業利益（正常な営業利益＋正常な減価償却費）
	46,800


3　実態貸借対照表
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：別冊2 2.(5)①（実態貸借対照表）　／　必要な型：全て（プレ再生計画・小規模特例でも省けません）
1. ①の必須記載事項です。簡易な財務調査による場合でも、実態貸借対照表は計画に載せます。
1. 次の6点がそろう形で載せます。基準日と評価の物差し（別冊3の別紙「実態貸借対照表作成に当たっての評価基準」を参照したか、準用しなかった項目はあるか）、決算・修正・実態の3列の表、修正事項の一覧（番号・科目・金額・理由・評価基準の項・DD報告書の参照ページ）、帳簿の純資産から実態純資産への橋渡し、代表者等と一体で見た数字（参考）、計画の初年度へのつなぎです。
1. 数値基準の判定は会社単体の数字で行い、代表者等と一体で見た数字は返済能力の参考として並べます。代表者からの借入金を返済しない期間と条件は、本文にも明記します。
1. 基準日と金額は、DD報告書と一致させます。基準日から計画0期末までの損益も見込み、実態純資産の推移表の起点を決めます（表3-4）。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
【基準日】を基準日とし、別冊3の別紙「実態貸借対照表作成に当たっての評価基準」を参照して評価しました。決算書の純資産【○】千円に対し、修正額は【△○】千円で、実態純資産は【△○】千円です。主な修正は【科目・金額・理由】です（一覧は表3-2）。代表者と一体で見た純資産は【△○】千円ですが、数値基準の判定は会社単体の数字で行います。
（代表者からの借入金を一体の数字に加える場合）代表者からの借入金【○】千円は、計画期間中は返済を求めない旨の確認書を受けています。
基準日から計画0期（【○年○月期】）末までに【○】千円の〔損失／利益〕を見込みます。計画0期末の実態純資産【△○】千円を、計画1期から計画【○】期までの【○】年間で解消する計画とします（表3-4）。
表3-1 実態貸借対照表（記載例：設例A社、基準日2026年3月31日、単位：千円）
	科目
	決算書（簿価）
	修正
	実態
	修正番号

	現金預金
	60,000
	0
	60,000
	―

	売掛金
	170,000
	△12,000
	158,000
	1

	棚卸資産
	140,000
	△20,000
	120,000
	2

	前払費用
	6,000
	△1,000
	5,000
	3

	未収入金
	4,000
	0
	4,000
	―

	仮払金
	8,000
	△8,000
	0
	4

	建物・構築物
	320,000
	△30,000
	290,000
	5

	機械装置
	110,000
	△11,000
	99,000
	8

	車両運搬具・工具器具備品
	10,000
	0
	10,000
	―

	土地
	230,000
	△17,500
	212,500
	6・7

	ソフトウェア
	5,000
	0
	5,000
	―

	投資有価証券
	3,000
	△1,000
	2,000
	9

	関係会社株式
	10,000
	△10,000
	0
	10

	関係会社貸付金
	20,000
	△10,000
	10,000
	11

	保険積立金
	25,000
	6,000
	31,000
	12

	差入保証金・敷金
	6,000
	△1,500
	4,500
	13

	ゴルフ会員権
	8,000
	△7,000
	1,000
	14

	繰延資産
	4,000
	△4,000
	0
	15

	リース資産
	0
	13,000
	13,000
	16

	資産合計
	1,139,000
	△114,000
	1,025,000
	―

	買掛金
	95,000
	0
	95,000
	―

	短期借入金
	250,000
	0
	250,000
	―

	長期借入金（1年内返済予定を含む）
	690,000
	0
	690,000
	―

	未払金・未払費用
	42,000
	0
	42,000
	―

	未払法人税等・未払消費税等
	9,000
	0
	9,000
	―

	預り金
	4,000
	0
	4,000
	―

	賞与引当金
	0
	9,000
	9,000
	19

	退職給付引当金
	0
	25,000
	25,000
	18

	リース債務
	0
	16,000
	16,000
	17

	債務保証損失引当金
	0
	6,000
	6,000
	21

	未払残業代
	0
	4,000
	4,000
	20

	役員借入金（代表者）
	25,000
	0
	25,000
	―

	負債合計
	1,115,000
	60,000
	1,175,000
	―

	純資産（資産合計－負債合計）
	24,000
	△174,000
	△150,000
	―


負債の「修正」欄は負債の増加をプラスで表示しています。純資産の行の「修正」は純資産への影響（△は減少）です。
表3-2 修正事項の一覧（記載例：設例A社、純資産への影響、単位：千円）
	No.
	科目
	修正の内容
	純資産への影響
	評価基準の項

	1
	売掛金
	取引先1社の破産（破産更生債権等）9,000を全額、長期滞留の6,000は貸倒懸念債権として50％を貸倒見積り
	△12,000
	四

	2
	棚卸資産
	賞味期限が迫った滞留製品を処分価額へ（△13,000）、陳腐化した原材料（△3,000）、実地棚卸との差異（△4,000）
	△20,000
	五

	3
	前払費用
	費用削減に役立たない前払広告費
	△1,000
	七

	4
	仮払金
	代表者への仮払6,000は回収見込みなし（代表者の資産状況から）、残り2,000は本来費用処理すべき旅費
	△8,000
	九

	5
	建物・構築物
	本社工場の建物を鑑定評価額へ（簿価200,000→170,000）
	△30,000
	十

	6
	土地
	本社工場の土地を鑑定評価額へ（簿価150,000→140,000）
	△10,000
	十

	7
	土地
	第2工場の土地を鑑定評価額へ（簿価80,000→72,500。建物は簿価120,000＝鑑定評価額）
	△7,500
	十

	8
	機械装置
	第2工場の遊休ラインを処分価額へ（簿価12,000→1,000）
	△11,000
	十二

	9
	投資有価証券
	投資有価証券を時価へ（3,000→2,000）
	△1,000
	十五

	10
	関係会社株式
	販売子会社が実態で債務超過のため関係会社株式を零に
	△10,000
	十六

	11
	関係会社貸付金
	販売子会社への貸付金20,000のうち回収見込み10,000
	△10,000
	八

	12
	保険積立金
	保険積立金を解約返戻金相当額へ（25,000→31,000）
	6,000
	十七

	13
	差入保証金・敷金
	敷金から原状回復費用の見積額を控除
	△1,500
	十七

	14
	ゴルフ会員権
	ゴルフ会員権を相場へ（8,000→1,000）
	△7,000
	十七

	15
	繰延資産
	繰延資産を零に
	△4,000
	十八

	16
	リース資産
	賃貸借処理のファイナンス・リースのリース資産（その他償却資産に準じた評価額）
	13,000
	十三

	17
	リース債務
	同リースの未払リース料相当額を負債に計上
	△16,000
	十三

	18
	退職給付引当金
	退職金規程に基づく期末自己都合要支給額（簡便法）を負債に計上
	△25,000
	二十二

	19
	賞与引当金
	賞与のうち当期に対応する支給見込額を負債に計上
	△9,000
	二十三

	20
	未払残業代
	未払残業代の見積額（勤怠記録と給与支払の照合による）
	△4,000
	二十七

	21
	債務保証損失引当金
	販売子会社の借入10,000への保証。求償権の回収見込み4,000を控除した額を負債に計上
	△6,000
	二十四

	計
	―
	―
	△174,000
	―


「評価基準の項」は、中小企業再生支援スキーム（別冊3）の別紙「実態貸借対照表作成に当たっての評価基準」の項番号です。通常の協議会スキーム（別冊2）の案件でも、この基準を参照して実態BSを作るのが一般的です。実務では、各行にDD報告書の参照ページを付けます。
表3-3 代表者と一体で見た純資産（記載例：設例A社、単位：千円）
	項目
	金額

	実態純資産（会社単体）
	△150,000

	役員借入金（代表者。返済を求めないと認められる場合）
	25,000

	代表者の資産：自宅（土地・建物）の時価
	42,000

	代表者の資産：預金
	8,000

	代表者の資産：生命保険の解約返戻金
	6,000

	代表者の負債：住宅ローン残高
	△16,000

	代表者と一体で見た純資産
	△85,000


表3-4 実態純資産の推移表の起点（記載例：設例A社、単位：千円）
	項目
	金額

	基準日（2026年3月31日）の実態純資産
	△150,000

	計画0期（2027年3月期）の当期純利益の見込み
	△7,550

	計画0期末の実態純資産の見込み
	△157,550


注：実態純資産の推移は「前期末の実態純資産＋当期純利益」で計算しています（表7-4）。
4　窮境原因と除去可能性
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：別冊2 2.(5)①（経営が困難になった原因）　／　必要な型：全て
1. 原因は3〜5個に絞り、1つずつ「事実・直接の原因・根本の原因・除去の見通し・対応する施策」の順に書きます。外部要因だけで説明せず、社内で直せる原因まで書くことが要点です。
1. 事実の数字は、財務状況の推移と正常収益力の数字に一致させます。主語は「当社」にそろえ、事実と評価を分けます。
1. 除去可能性（除去できる・軽減できる・除去が難しい）は、要領やQ＆Aに定義のない実務の用語です。交渉の記録・見積・試行の結果などの根拠と、時期・効果額で書きます。
1. 経営者の判断の関与は事実として書き、経営者責任の章と食い違わないようにします（別冊2 Q＆A Q27）。
1. 不適切な会計処理や資金の流用があれば、事実・金額・期間と再発防止策を書きます。過去にリスケや計画があれば、前回の計画と実績の差と、その原因を振り返ります。
1. 最後に原因と施策の対応表（表4-1）を置き、施策のない原因、原因のない施策が残っていないかを確かめます。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
（1）総括：当社の業績悪化は【きっかけ】を契機としていますが、主な原因は【社内の原因の要約】にあったと認識しています。以下、原因ごとに記載します。
（2）原因【1】：【原因の見出し】
事実：【○年○月期】から【○年○月期】にかけて、【科目】が【金額・率】悪化しました（表2-1）。
直接の原因：【悪化を引き起こした出来事や判断】
根本の原因：【それを防げなかった仕組み・体制の不足】
除去の見通し：〔除去できる／軽減できる／除去が難しい〕と判断します。根拠は【交渉の記録・見積・試行の結果】です。【時期】までに【目標の水準】まで改善します。
対応する施策：施策【No.】（効果額 年【○】千円）
（3）外部要因：【外部要因】は当社の努力では取り除けません。計画では【織り込み方】を前提とし、【適応策】で影響を抑えます。
（4）前回の計画との違い（過去にリスケや計画がある場合）：前回の計画は、【項目】が計画を【○】千円下回りました。原因は【原因】です。本計画では【前回との違い】とします。
表4-1 窮境原因と施策の対応（記載例：設例A社。施策の番号は表6-1・表6-2と同じ）
	窮境原因
	除去可能性の判断
	対応する施策

	量販店向けのプライベートブランド商品を低い価格で受注し、工場の稼働を埋めていた（限界利益率10％）
	高い（取引条件の見直しは自社で決められる）
	①不採算商品の取引見直し、⑦新規販路の開拓

	原材料・エネルギー価格の上昇を販売価格に転嫁できなかった
	中程度（取引先との交渉次第）
	②価格改定（3％）

	2つの工場に生産が分散し、歩留まりと人員配置が非効率
	高い（社内の改善で対応できる）
	③歩留まりの改善、④第2工場のライン統合

	過大な設備投資と借入への依存（第2工場の増設）
	中程度（遊休資産の売却と金融支援で対応）
	⑤遊休資産の売却、金融支援（返済条件の変更）

	管理体制の弱さ（月次決算の遅れ、在庫管理の不備、勤務実態のない親族役員への報酬）
	高い
	⑥役員報酬の見直し、⑧月次決算と在庫管理の仕組みづくり


5　再生の基本方針
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：別冊2 2.(5)①（事業再構築計画の具体的内容）　／　必要な型：全て
1. 要領2.(4)②は、会社が個別支援チームの支援を受けて、再生に向けて核となる事業を選び、その事業の将来の発展に必要な対策を立てるとしています。
1. 核となる事業は、事業を製品・店舗・得意先などの単位に分け、単位ごとの貢献利益（限界利益－その単位のためだけに生じる個別固定費）で比べて選び、理由を数字で示します（表5-1）。撤退しても共通費は残るため、共通費を配賦した後の損益で判断すると誤ります。
1. 撤退・縮小は、対象と時期、手順、一時費用（特別損失と支払う月）、資金の出入り、従業員と取引先への影響を書きます。配置転換などで雇用をどう守るかも書きます。
1. 自力では核となる事業を立て直せない場合は、スポンサーへの事業の譲渡や第二会社方式を検討します。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
（1）基本方針：当社は【核となる事業】を再生の核となる事業と位置づけ、経営資源を集中します。理由は【貢献利益・強み・将来性】です。
（2）縮小・撤退：【対象の事業・店舗・商品】から【時期】までに撤退します。一時費用【○】千円を計画【○】期に見込み、従業員は【配置転換などの対応】とします。
表5-1 区分ごとの貢献利益（記入用、単位：千円）
	区分
	売上高
	限界利益
	個別固定費
	貢献利益
	判断

	【区分1】
	
	
	
	
	〔核となる事業／縮小／撤退〕

	【区分2】
	
	
	
	
	〔核となる事業／縮小／撤退〕

	【区分3】
	
	
	
	
	〔核となる事業／縮小／撤退〕

	合計
	
	
	
	
	―

	共通費
	―
	―
	―
	
	撤退後も残る

	営業利益
	―
	―
	―
	
	―


注：貢献利益＝限界利益－個別固定費。数字のほかに、将来性、強み、やめる事業と残す事業の顧客のつながり、撤退の費用、雇用への影響も確かめます。
6　具体的施策
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：別冊2 2.(5)①（事業再構築計画の具体的内容）　／　必要な型：全て
1. 中小機構の「経営改善計画策定支援における着眼点」は、施策ごとに責任者・担当者、取組の内容と方法、スケジュール、目標水準を決め、効果を数値化して数値計画に反映するよう求めています。
1. 施策は「誰が・何を・いつまでに・いくら」で書き、窮境原因と1対1で対応させます。効果額は「対象の数量×1単位当たりの改善額×実施月数÷12」の形で根拠を示します。
1. 効果は実施月から月割りで入れ、初年度から満額を見込みません。同じ利益を二度数えないようにし、施策に要る投資・採用・広告の費用も損益計画と資金繰りに入れます。
1. 本文には金融機関向けの要約（重点施策を10〜20本程度）を置き、実行用の管理表は別添にします（付録6）。責任者が全て社長だと、社長が動けないと全てが止まります。
1. 補助金は採択されるとは限らないため、計画の基本の数字には入れず、採択された場合の上乗せとして別に示すのが安全です。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
6-1 重点施策
（1）重点施策：重点施策は次の【○】本です。窮境原因との対応、責任者、期限、KPI、効果額は表6-1のとおりです。
施策【No.】【施策名】：【責任者】が【取組の内容と方法】を【期限】までに行い、【KPI】を【目標値】にします。効果額は【数量×単価×実施月数÷12】で、計画【○】期は年【○】千円、計画【○】期以降は年【○】千円です。
表6-1 重点施策の要約（記載例：設例A社、単位：千円）
	No.
	重点施策
	対応する
窮境原因
	効果額の根拠
	KPI
	責任者・時期

	①
	不採算商品の取引見直し
	PB商品の低価格での受注
	売上150,000×限界利益率10％＝年15,000の限界利益を失う（0期は下期からで7,500）。④⑦と合わせて評価
	【KPI】
	【責任者】・0期の下期から

	②
	価格改定（3％）
	価格転嫁の遅れ
	継続する商品1,050,000×3％＝年31,500（0期は半年分15,750）
	取引先別の受諾状況、改定後の単価
	営業部長・0期の下期から

	③
	歩留まりの改善
	2工場体制の非効率
	変動費率58.0％→1期57.5％、2期以降56.5％。1,050,000×1.5ポイント＝年15,750
	継続する商品の変動費率（58.0％→56.5％）
	製造部長・1期から段階的に

	④
	第2工場のライン統合
	2工場体制の非効率
	人件費16,000＋その他の固定費9,000＝年25,000（1期は12,000）
	統合後の稼働率、人員数
	工場長・1期中に統合し、2期から通年

	⑤
	遊休資産の売却・保険の解約
	過大な設備投資と借入への依存
	保険料などの固定費が年2,000減少。売却・解約の収入33,000は0期のキャッシュフローに計上
	【KPI】
	【責任者】・0期

	⑥
	役員報酬の見直し
	管理体制の弱さ（親族役員への報酬）
	年10,800（親族役員への報酬4,800の支給停止を含む。0期は3,600）
	【KPI】
	【責任者】・0期の途中から

	⑦
	新規販路の開拓
	PB商品の低価格での受注
	売上を1期20,000から4期100,000まで。限界利益率30％－営業担当の増員 年6,000（2期は9,000）
	【KPI】
	【責任者】・1期から

	⑧
	月次決算と在庫管理の仕組みづくり
	管理体制の弱さ（月次決算・在庫管理）
	数値の効果は織り込まない（他の施策を支える土台）
	【KPI】
	【責任者・時期】


注：窮境原因の全文は表4-1のとおりです。設例に責任者やKPIの定めがない施策は【　】としています。KPIの目標値と四半期ごとの工程は、アクションプランの管理表（付録6）に書きます。
6-2 施策の効果の積上げ
施策ごとの効果額の積上げは表6-2のとおりで、損益計画（表7-2）の営業利益と一致しています。
表6-2 施策ごとの営業利益への効果（記載例：設例A社、2026年3月期の決算との比較、単位：千円）
	施策
	0期
	1期
	2期
	3期
	4期
	5期

	正常化（退職給付費用△3,000、臨時修繕の除外＋7,000）
	4,000
	4,000
	4,000
	4,000
	4,000
	4,000

	①不採算商品の取引見直し（失う限界利益）
	△7,500
	△15,000
	△15,000
	△15,000
	△15,000
	△15,000

	②価格改定（3％）
	15,750
	31,500
	31,500
	31,500
	31,500
	31,500

	③歩留まりの改善（変動費率の低下）
	0
	5,250
	15,750
	15,750
	15,750
	15,750

	④第2工場のライン統合（人件費・光熱費等）
	0
	12,000
	25,000
	25,000
	25,000
	25,000

	⑤遊休資産の売却・保険の解約（保険料等）
	2,000
	2,000
	2,000
	2,000
	2,000
	2,000

	⑥役員報酬の見直し
	3,600
	10,800
	10,800
	10,800
	10,800
	10,800

	⑦新規販路（限界利益－営業担当の増員）
	0
	0
	9,000
	18,000
	24,000
	24,000

	賃上げ（毎年3,000ずつ増加）
	0
	△3,000
	△6,000
	△9,000
	△12,000
	△15,000

	その他の固定費の物価上昇
	0
	0
	0
	△1,000
	△2,000
	△3,000

	減価償却費の増減
	△4,000
	△2,000
	0
	1,000
	2,000
	3,000

	営業利益の増減の合計
	13,850
	45,550
	77,050
	83,050
	86,050
	83,050

	計画の営業利益（2026年3月期△10,000＋増減）
	3,850
	35,550
	67,050
	73,050
	76,050
	73,050


注：「正常化」の行は施策ではなく、正常収益力の調整のうち固定費の2項目を計画の出発点に反映したものです。⑧月次決算と在庫管理の仕組みづくりは、数値の効果を計画に織り込んでいません（効果は他の施策の実行を支える前提として扱う）。
6-3 推進体制と他の支援施策
（2）推進体制：社長を議長とする推進会議を毎月開き、施策ごとのKPIと効果額の実績を確かめます。結果は、モニタリングの報告に反映します。
（3）他の支援施策：【活用する施策】を活用します。補助金は採択を前提とせず、数値計画には織り込んでいません。
7　事業と財務の見通し
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：別冊2 2.(5)①（今後の事業見通し・財務状況の今後の見通し）、②〜④（数値基準）　／　必要な型：全て（7-4の数値基準の判定は、プレ再生計画と小規模特例では不要）
1. 損益計画は、財務DDで求めた正常収益力を出発点に、施策ごとの効果を積み上げて作ります。売上は数量と単価に分け、変動費は単価や比率で、固定費は費目ごとの金額で見込みます。
1. 前提条件は1ページの一覧にまとめ、合意済みのものと見込みにとどまるものを分けて書きます（表7-1）。
1. 損益・貸借・キャッシュフローの数字をつなげます。貸借対照表の現預金はキャッシュフローの期末残高と、借入金は金融機関別の表の合計と一致させます。返済に回せる額は、設備投資・運転資金の増加・税金の支払を済ませた後のフリーキャッシュフロー（FCF）で考えます。
1. 税金は繰越欠損金を反映して年度ごとに計算し、支払利息は弁済計画の借入残高から計算します。
1. 数値基準の起点は、計画成立後最初に到来する事業年度の開始日（計画1期の期首）です（要領2.(5)②③）。実質債務超過は5年以内を目処に解消し、経常赤字は概ね3年以内を目処に黒字化し、終了年度の有利子負債の対キャッシュフロー比率は概ね10倍以下とします。実態純資産は会社単体で判定します。
1. 基準を満たさない項目があるときは、(i)満たさないこと、(ii)合理的な理由があると考える根拠を書きます（別冊2 Q＆A Q26-2）。2026年の改定で、その理由の合理性は統括責任者が慎重に調べて調査報告書に記載することが明記されました（2.(6)③）。
1. 主な前提を不利に動かしたときの数字（感応度）と、下振れした場合の追加策を示します。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
7-1 前提条件と事業の見通し
（1）事業の見通し：【市場・顧客の見通し】を前提に、売上高は計画【○】期に【○】千円を見込みます。前提は表7-1のとおりで、合意済みのものと見込みを分けて示しています。
表7-1 前提条件の一覧（記載例：設例A社の仮定、単位：千円）
	区分
	前提
	根拠資料
・合意の状況

	売上高（継続する商品）
	1,050,000で横ばい
	【得意先別の実績・受注の見込み】

	見直し対象の商品（PB商品）
	計画0期の下期から取引をやめる（変動費率90％）
	【取引先との協議の記録】

	価格改定
	継続する商品の3％（年31,500）。0期の下期から（0期は半年分の15,750）
	【取引先の受諾状況】

	新規販路
	売上高は1期20,000、2期50,000、3期80,000、4期以降100,000。限界利益率30％、営業担当の増員 年6,000
	【商談の記録】

	変動費率（継続する商品）
	58.0％から、1期57.5％、2期以降56.5％（歩留まりの改善）
	【原価計算・試行の結果】

	人件費
	2026年3月期300,000＋退職給付費用3,000＝303,000から積み上げ。ライン統合（1期△8,000、2期以降△16,000）、役員報酬の見直し（年△10,800、0期は△3,600）、営業担当の増員（年6,000）、賃上げ（毎年3,000ずつ増加）
	【人員表・給与規程】

	その他の固定費
	2026年3月期118,000－臨時修繕7,000＝111,000から積み上げ。ライン統合（1期△4,000、2期以降△9,000）、保険料など△2,000、3期から物価上昇（毎年1,000ずつ増加）
	【契約書・見積書】

	減価償却費・設備投資
	減価償却費は0期52,000から5期45,000。設備投資は0期10,000、1期25,000、2期以降30,000
	【固定資産台帳・設備投資計画】

	遊休資産の売却・保険の解約
	0期に33,000（保険積立金31,000、ゴルフ会員権1,000、遊休ライン1,000）
	【査定書・解約返戻金の額】

	支払利息
	期首の借入残高×1.5％
	【約定書】

	法人税等
	繰越欠損金（基準日25,000）を控除した後の所得×30％（実効税率の仮定）＋均等割300
	【法人税申告書（別表七(一)）】

	運転資金
	売掛金＝月商の1.7か月、棚卸資産＝月商の1.15か月、買掛金＝月の変動費の1.5か月
	【回収・支払の条件】

	返済額
	FCFの80％から1,000千円未満を切り捨てた額。計画0期は元金の返済を猶予（0）
	【主要債権者との協議】


注：設例A社の前提は設例のための仮定で、公的な基準ではありません。右の列には、自社の根拠資料と、合意済みか見込みかを書きます。金額の端数は四捨五入です。
7-2 損益計画
（2）損益計画：正常収益力にもとづく営業利益【○】千円を基準に施策の効果を積み上げ、計画【○】期の経常利益は【○】千円を見込みます（表7-2）。
表7-2 損益計画（記載例：設例A社、単位：千円）
	科目
	2026年
3月期
（実績）
	0期
	1期
	2期
	3期
	4期
	5期

	売上高
	1,200,000
	1,140,750
	1,101,500
	1,131,500
	1,161,500
	1,181,500
	1,181,500

	　うち継続する商品
	1,050,000
	1,050,000
	1,050,000
	1,050,000
	1,050,000
	1,050,000
	1,050,000

	　うち見直し対象の商品
	150,000
	75,000
	0
	0
	0
	0
	0

	　うち価格改定
	0
	15,750
	31,500
	31,500
	31,500
	31,500
	31,500

	　うち新規販路
	0
	0
	20,000
	50,000
	80,000
	100,000
	100,000

	変動費
	744,000
	676,500
	617,750
	628,250
	649,250
	663,250
	663,250

	限界利益
	456,000
	464,250
	483,750
	503,250
	512,250
	518,250
	518,250

	限界利益率
	38.0％
	40.7％
	43.9％
	44.5％
	44.1％
	43.9％
	43.9％

	人件費
	300,000
	299,400
	293,200
	288,200
	291,200
	294,200
	297,200

	減価償却費
	48,000
	52,000
	50,000
	48,000
	47,000
	46,000
	45,000

	その他の固定費
	118,000
	109,000
	105,000
	100,000
	101,000
	102,000
	103,000

	営業利益
	△10,000
	3,850
	35,550
	67,050
	73,050
	76,050
	73,050

	営業外収益
	4,000
	3,000
	3,000
	3,000
	3,000
	3,000
	3,000

	支払利息
	14,000
	14,100
	14,100
	13,500
	12,855
	12,180
	11,475

	経常利益
	△20,000
	△7,250
	24,450
	56,550
	63,195
	66,870
	64,575

	法人税等
	300
	300
	300
	14,925
	19,259
	20,361
	19,673

	当期純利益
	△20,300
	△7,550
	24,150
	41,625
	43,936
	46,509
	44,902


注：前提は表7-1、施策ごとの効果は表6-2のとおりです。
7-3 キャッシュフローと実態純資産の推移
キャッシュフローと返済額は表7-3、実態純資産・借入金・現預金の推移は表7-4のとおりです。貸借対照表の現預金はキャッシュフローの期末残高と、借入金は金融機関別の残高（表9-3）の合計と一致させています。
表7-3 キャッシュフロー計画と返済額（記載例：設例A社、単位：千円）
	項目
	0期
	1期
	2期
	3期
	4期
	5期

	経常利益
	△7,250
	24,450
	56,550
	63,195
	66,870
	64,575

	減価償却費
	52,000
	50,000
	48,000
	47,000
	46,000
	45,000

	法人税等
	△300
	△300
	△14,925
	△19,259
	△20,361
	△19,673

	簡易キャッシュフロー
	44,450
	74,150
	89,625
	90,936
	92,509
	89,902

	設備投資
	△10,000
	△25,000
	△30,000
	△30,000
	△30,000
	△30,000

	運転資金の増減（増加は△）
	△3,365
	1,978
	△5,813
	△4,500
	△3,000
	0

	遊休資産の売却・保険の解約
	33,000
	0
	0
	0
	0
	0

	フリーキャッシュフロー（FCF）
	64,085
	51,128
	53,812
	56,436
	59,509
	59,902

	返済額（FCF×80％を1,000千円未満切捨て）
	0
	△40,000
	△43,000
	△45,000
	△47,000
	△47,000

	期末の借入金（金融機関）
	940,000
	900,000
	857,000
	812,000
	765,000
	718,000

	期末の現預金
	124,085
	135,213
	146,025
	157,461
	169,970
	182,872


計画0期は再生支援の開始から計画成立まで元金の返済を猶予する前提で、返済額は0としています。返済原資をFCFの80％とする置き方は、経営改善計画策定支援（405事業）の計画書サンプルの例示に倣った仮定で、公的な基準ではありません。運転資金は、売掛金＝月商の1.7か月、棚卸資産＝月商の1.15か月、買掛金＝月の変動費の1.5か月で計算しています。
表7-4 実態純資産・借入金・現預金の推移（記載例：設例A社、単位：千円）
	項目
	基準日
	0期
	1期
	2期
	3期
	4期
	5期

	当期純利益
	―
	△7,550
	24,150
	41,625
	43,936
	46,509
	44,902

	実態純資産（会社単体）
	△150,000
	△157,550
	△133,400
	△91,775
	△47,839
	△1,330
	43,572

	代表者と一体で見た純資産
	△85,000
	△92,550
	△68,400
	△26,775
	17,161
	63,670
	108,572

	期末の借入金（金融機関）
	940,000
	940,000
	900,000
	857,000
	812,000
	765,000
	718,000

	期末の現預金
	60,000
	124,085
	135,213
	146,025
	157,461
	169,970
	182,872

	運転資金（売掛金＋棚卸資産－買掛金）
	183,000
	186,365
	184,387
	190,200
	194,700
	197,700
	197,700


実態純資産の推移は「前期末の実態純資産＋当期純利益」で計算しています（実態修正を簿価に反映する特別損失などは損益計画に含めず、二重に数えないようにしています）。
7-4 数値基準の判定（リスケ型・債権放棄型の場合）
（3）数値基準：計画1期の期首（【○年○月○日】）を起点として判定します。経常利益は計画【○】期に黒字化し（概ね3年以内）、実質債務超過は計画【○】期末に解消します（5年以内）。終了年度である計画【○】期の有利子負債の対キャッシュフロー比率は【○】倍です（概ね10倍以下）。算式は付録1のとおりです。
（基準を満たさない場合）本計画は【基準の項目】を満たしません。合理的な理由があると考える根拠は【業種特性・固有の事情】です（○頁）。
表7-5 数値基準の判定（記載例：設例A社、別冊2 2.(5)②〜④）
	基準
	要領の定め
	設例の計画
	判定

	実質的な債務超過の解消
	計画成立後最初に到来する事業年度開始の日（2027年4月1日）から5年以内を目処（計画5期末まで）
	計画5期末に43,572で解消（会社単体）
	満たす

	経常利益の黒字化
	同じ起点から概ね3年以内を目処（計画3期まで）
	計画1期に24,450で黒字
	満たす

	有利子負債の対キャッシュフロー比率
	計画の終了年度（原則として実質的な債務超過を解消する年度）に概ね10倍以下
	計画5期に3.8倍
	満たす


表7-6 有利子負債の対キャッシュフロー比率の計算（記載例：設例A社、計画5期、単位：千円）
	項目
	金額

	有利子負債（期末の借入金）
	718,000

	現預金
	△182,872

	信用度の高い有価証券等
	0

	運転資金（売掛金＋棚卸資産－買掛金）
	△197,700

	分子
	337,428

	留保利益（経常利益－法人税等－社外流出。社外流出は0）
	44,902

	減価償却費
	45,000

	前事業年度からの引当金の増減（賞与引当金・退職給付引当金等を除く）
	0

	分母
	89,902

	有利子負債の対キャッシュフロー比率（分子÷分母）
	3.75倍


7-5 下振れした場合
（4）下振れした場合：【前提】が【○】％下回ると、計画【○】期の経常利益は【○】千円となります。その場合は【追加策】を実施します。
表7-7 計画が下振れした場合の数値基準（記載例：設例A社、単位：千円）
	項目
	計画どおり
	下振れした場合

	前提
	設例の計画どおり
	新規販路が計画の半分、価格改定が2％にとどまる

	計画1期の経常利益
	24,450
	10,950

	計画3期の経常利益
	63,195
	40,515

	計画5期末の実態純資産（会社単体）
	43,572
	△34,433

	計画5期末の一体で見た純資産
	108,572
	30,567

	実質債務超過の解消（会社単体）
	計画5期
	計画5期までに解消しない

	計画5期の有利子負債の対CF比率
	3.8倍
	5.8倍

	計画5期末の借入金
	718,000
	768,000


注：下振れの場合に会社単体の実質債務超過が計画5期までに解消しないときは、追加策と発動の目安（16 モニタリング計画）を計画に書いておきます。
8　資金繰り計画
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：別冊2 2.(5)①（資金繰り計画）　／　必要な型：全て
1. 計画書には月次の資金繰り表（実績と計画）を載せます。四半期の表は説明用の要約にします。四半期末の残高だけでは、月の途中の資金の谷が見えないためです。
1. 実際の資金繰りは税込みの金額で作り、消費税・法人税等の納付月、賞与の月、設備投資や撤退費用の支払月を入れます。
1. 公租公課の滞納があれば、官公署と協議した納付計画を資金繰りに入れ、金融機関への弁済額はその納付計画を前提に決めます（別冊2 Q＆A Q30-2）。
1. 月次の合計を年次のキャッシュフロー計画と、月末の残高を貸借対照表の現預金と一致させます。最低限残す残高（例：月商の1か月分）を決め、どの月もそれを上回ることを示します。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
月次の資金繰り計画（表8-1）のとおり、月末の資金残高は、最も少ない【○年○月】でも【○】千円を保ちます。
表8-1 月次の資金繰り計画（計画【○】期、記入用、単位：千円）
	項目
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月
	年計

	月初の残高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	売上代金の回収
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他の収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	仕入・外注の支払
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	支払利息
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	公租公課の納付
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常収支
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	設備投資・撤退費用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	資産の売却収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	借入金の返済
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月末の残高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注：3月決算の例です。決算期に合わせて月を並べ替え、実績の月と計画の月を区別して示します。年計は表7-3のキャッシュフロー計画と、月末の残高は貸借対照表の現預金と一致させます。
9　金融支援と債務弁済計画
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：別冊2 2.(5)①（債務弁済計画・金融支援の内容）、⑦（債権者間の平等・衡平）　／　必要な型：全て
1. 返済原資の割合や按分の方法は要領に定めがないため、決めたルールを本文に書き、全ての表と要請文で同じ数字を使います。
1. 権利関係の調整は債権者間の平等を旨とし、負担の割合は衡平性の観点から個別に検討します（2.(5)⑦）。残高プロラタ・非保全プロラタは、要領に明文の基準がない実務の方法です。
1. 数字を入れる前に、按分の基準日と残高の出所、按分の基準（残高か非保全か）、保全の評価の前提、保証付き部分の扱い、端数のルールを主要債権者と合意しておきます。端数の寄せ先に決まりはありませんが、ルールを1つに決めて全ての期と金融機関に使います。
1. 金融機関別の表には、基準日残高と構成比、保全額と非保全額、要請内容、月額と年額、各期末の残高を載せ、計画貸借対照表の借入金・損益計画の支払利息と一致させます。
1. 公租公課の滞納があれば、官公署と協議した納付計画を前提に弁済計画を組みます（別冊2 Q＆A Q30-2）。
1. 信用保証協会は、代位弁済の前でも対象債権者に含めるのが一般的です（別冊2 Q＆A Q17）。保証付きの借入の返済条件を変えるときは、協会の意向も確かめます。
1. 返済の開始月と、計画終了時の残高・その後の扱いを書きます。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
9-1 お願いする金融支援の内容
（1）お願いする内容：全ての対象債権者に、次の内容をお願いします。金融機関ごとの金額は表9-2・表9-3のとおりです。
元金の返済：計画【○】期は返済総額を月【○】千円、計画【○】期以降は月【○】千円とします。
金利：〔現行の約定金利の維持／【変更の内容】〕
期間：【開始月】から【終了月】までとします。終了時の残高【○】千円の返済条件は、【時期】に改めてご相談します。
（2）算定のルール：各期のフリーキャッシュフローの【○】割を返済原資とし、【按分基準日】の〔残高／非保全の残高〕の比率で按分します。月額は千円未満を切り捨て、合計との差額は【調整する金融機関】の月額で調整します。年額は月額の12倍です。
（3）返済開始まで：計画の成立から計画1期の開始までは、〔元金の返済猶予の継続と、利息の約定どおりのお支払い〕を予定しています。
（4）信用保証協会：保証付きの借入金【○】千円は、【金融機関名】の残高に含めて按分しています（内訳は表9-1）。
（5）公租公課（滞納がある場合）：【税目・保険料】の滞納は【○】千円です。【所管の官公署】と協議した納付計画（月【○】千円、【完了予定月】まで）に従って納めます。この納付を資金繰りに織り込んだうえで、弁済額を定めています。
（6）DDS又は債権放棄等（要請する場合）：【金融機関名】に、〔【金額】千円の資本性借入金への変更（DDS）／【金額】千円の債権放棄〕をお願いします。金額の算定方法は【方法】です（○頁）。
9-2 金融機関別の残高と弁済額
表9-1 金融機関別の借入金と保全の状況（記載例：設例A社、基準日、単位：千円）
	金融機関
	借入残高
	保証協会の
保証付き
	担保で回収
できる額
	保全額
	非保全額
	残高シェア

	A銀行
	450,000
	90,000
	310,000
	400,000
	50,000
	47.9％

	B信用金庫
	260,000
	60,000
	150,000
	210,000
	50,000
	27.7％

	C公庫
	150,000
	0
	0
	0
	150,000
	16.0％

	D銀行
	80,000
	80,000
	0
	80,000
	0
	8.5％

	合計
	940,000
	230,000
	460,000
	690,000
	250,000
	100.0％


担保：A銀行は本社工場（土地・建物、実態評価額310,000）に根抵当権 第1順位（極度額400,000）。B信用金庫は第2工場（同192,500）に根抵当権 第1順位（極度額150,000）。C公庫は無担保。D銀行は全額が信用保証協会の保証付き。担保で回収できる額＝担保の評価額・極度額・保証付き部分を除いた残高のうち最も小さい額。設例では掛け目を置かず実態評価額で計算しています。
表9-2 計画1期の返済額40,000の金融機関別の按分（記載例：設例A社、単位：千円）
	金融機関
	基準日の
残高
	非保全額
	残高プロラタ
年額
	同
月額
	非保全プロラタ
年額
	同
月額

	A銀行
	450,000
	50,000
	19,180
	1,595＊
	7,992
	666

	B信用金庫
	260,000
	50,000
	11,052
	921
	7,992
	666

	C公庫
	150,000
	150,000
	6,372
	531
	24,016
	2,000＊

	D銀行
	80,000
	0
	3,396
	283
	0
	0

	合計
	940,000
	250,000
	40,000
	―
	40,000
	―


按分のルール（設例の仮定）：シェアで計算した年額を12で割って月額を千円未満切捨てとし、月額×12との差（端数）は按分の基準額が最も大きい金融機関で調整します。＊印の金融機関は、年額との端数（残高プロラタ：A銀行 40、非保全プロラタ：C公庫 16）を最終月に上乗せします。非保全額は、残高から信用保証協会の保証付き部分と担保で回収できる額を除いた額です。どちらの按分を使うかは要領・Q＆Aに定めがなく、金融機関と協議して決めます。設例A社は残高プロラタを使う前提で、表9-3の残高の推移を計算しています。
表9-3 金融機関別の借入残高の推移（記載例：設例A社、毎期、前期末残高で残高プロラタ、単位：千円）
	金融機関
	基準日
	1期末
	2期末
	3期末
	4期末
	5期末

	A銀行
	450,000
	430,820
	410,212
	388,660
	366,152
	343,644

	B信用金庫
	260,000
	248,948
	237,056
	224,612
	211,616
	198,620

	C公庫
	150,000
	143,628
	136,776
	129,600
	122,100
	114,600

	D銀行
	80,000
	76,604
	72,956
	69,128
	65,132
	61,136

	合計
	940,000
	900,000
	857,000
	812,000
	765,000
	718,000


注：各期末の合計は、表7-3・表7-4の期末の借入金と一致します。計画5期末の718,000千円は、表7-6で比率の計算に使った有利子負債です。
9-3 公租公課の納付計画（滞納がある場合）
表9-4 公租公課の納付計画（記入用、単位：千円）
	税目・保険料
	所管の官公署
	滞納額
（延滞金を含む）
	月額
	納付期間
	完了予定月

	【税目】
	【官公署】
	
	
	【○年○月〜○年○月】
	【○年○月】

	【保険料】
	【官公署】
	
	
	【○年○月〜○年○月】
	【○年○月】

	合計
	―
	
	
	―
	―


注：滞納がない場合は、9-3と（5）の段落を削除します。納付の実績は、モニタリングで報告します。
10　経営者責任・株主責任
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：別冊2 2.(5)⑤（経営者責任）・⑥（株主責任）　／　必要な型：全て（株主責任は債権放棄型）
1. 金融支援を求める計画には経営者責任の明確化が要ります（要領2.(5)⑤）。リスケも金融支援なので全ての型で必要ですが、退任は必須ではありません（別冊2 Q＆A Q27）。
1. 退任の要否は、窮境原因への関与の度合、金融支援の内容、対象債権者の意向、事業の継続に経営者がどこまで必要か（Q27）で検討し、結論と理由を書きます。窮境原因の章で書いた経営者の関与と食い違わないようにします。
1. 続投する場合は、報酬・資産・ガバナンス・未達時の条項の4つの面で、金額・期間・条件を書きます。報酬は、減額後も経営者の生活が成り立つ水準にします。期中に減額するときは、定期同額給与の扱いを確かめます。
1. 経営者貸付と役員への貸付金の扱いは、実態貸借対照表と同じ金額で書きます。未達時の条項は、モニタリング計画の段階別の対応ルールと同じ指標で書きます。
1. 株主責任（⑥）は、債権放棄等を要請する場合に求められます。減資、株式の無償譲渡、減増資などで、誰の株式を、いつ、どの手続で、どれだけ減らすかを書きます（Q28）。第二会社方式では、旧会社の特別清算・破産の中で果たされます。
1. 場面ごとの文例は、書式・文例のページの第8章にあります。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
10-1 経営者責任
（1）経営者責任：【窮境原因への関与】を踏まえ、代表者は〔退任し、【後任】が就任します／主要債権者と協議のうえ続投し、次の措置をとります〕。
報酬：【開始月】から月額【○】千円を【○】千円に減額し、計画【○】期まで上限とします。
資産：【私財提供・経営者貸付の扱い】。
ガバナンス：【取締役会・外部専門家の関与・報告】。
未達時：【発動の基準】に当たる場合は、【追加の措置】をとります。
10-2 株主責任（債権放棄型の場合）
（2）株主責任（債権放棄等を要請する場合）：【減資・株式の無償譲渡・減増資】により、【時期】に【株主】の権利を〔消滅／減少〕させます。
11　保証人の資産と負債（債権放棄型の場合）
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：別冊2 2.(5)①（保証人の資産と負債）　／　必要な型：債権放棄型（保証人がいる場合）
1. 債権放棄等を要請する場合、保証人がいれば、その資産と負債の状況が記載事項になります（①）。
1. 協議会が保証債務の整理を支援する場合は、実施基本要領の別冊4が定める整理の手順によります（別冊2 5.）。別冊4は、経営者保証に関するガイドラインに基づく整理の手順です。
1. 資産と負債は、査定書・鑑定評価書・残高証明書などの資料で確かめた金額で書きます。保証人からの回収は、会社の清算価値との比較表と分けて示します。
1. リスケ型の計画は債権放棄等を求めないため、保証債務の整理は行わないのが一般的です。その場合はこの章を削除し、代表者の保証の状況と、その保証が存続することを「1 企業の概況」に書きます。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
保証人【氏名】の資産は【○】千円、負債は【○】千円です（表11-1）。保証債務は、〔別冊4の手順による整理を予定しています／【扱い】とします〕。
表11-1 保証人の資産と負債（記入用、単位：千円）
	区分
	項目
	金額
	確認する資料

	資産
	自宅（土地・建物）
	
	査定書、鑑定評価書

	資産
	預金
	
	残高証明書

	資産
	【その他の資産】
	
	【資料】

	負債
	住宅ローン
	
	残高証明書、返済予定表

	負債
	【その他の負債】
	
	【資料】

	正味の資産
	―
	
	―

	保証債務
	当社の金融機関借入金
	
	基準日の残高


12　清算価値との比較（債権放棄型の場合）
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：別冊2 2.(5)⑧（経済合理性）　／　必要な型：債権放棄型
1. 債権放棄等（DESと、第二会社方式による実質的な債権放棄を含む）を要請する計画では、破産手続で保障されるべき清算価値よりも多くの回収を得られる見込みを示します（2.(5)⑧）。この比較は、調査報告書の記載事項でもあります（2.(6)②ハ）。
1. 再生計画は全ての対象債権者の同意で成立するため（2.(7)②）、比較は全体・率・金融機関別の3段で示し、全ての対象債権者で清算時を上回るかを確かめます（表12-2）。
1. 清算配当率という比率の形、早期処分の掛け目、将来の弁済の現在価値への割引は、公的な定めのない実務慣行です。前提と根拠（鑑定・業者見積り、割引率と期間）を書き、前提が動いても結論が保てるかを示します。
1. 保全と非保全は、清算と計画で同じ考え方で分け、信用保証協会の扱い（代位弁済と求償権）を注記します。計画による回収見込みには、弁済計画・金融機関別の表と同じ数字を使います。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
基準日に破産したと仮定すると、換価見込額は【○】千円、優先される債権と清算費用は計【○】千円です。一般債権への配当率は【○】％です。本計画による非保全債権への弁済率は【○】％で、全ての対象債権者について清算時の回収見込みを上回ります（表12-2）。
（前提を変えた場合）【前提】が【○】割変わっても、計画による回収見込みは清算時を上回ります（○頁）。
表12-1 清算配当率の計算（記載例：設例A社、破産を仮定、基準日、単位：千円）
	項目
	金額

	換価見込額の合計
	628,100

	うち担保物件（本社工場・第2工場）の換価見込額＝別除権者が担保から回収
	△351,750

	担保物件以外の換価見込額
	276,350

	優先される債権：租税等（未払法人税等・未払消費税等・源泉所得税等）
	△13,000

	優先される債権：労働債権（未払給料・退職手当。財団債権・優先的破産債権となる見込み額）
	△55,000

	優先される債権：解雇予告手当（30日分の平均賃金の見込み）
	△22,000

	清算費用：破産管財人の報酬・申立代理人の費用・その他の手続費用（見込み）
	△25,000

	清算費用：工場の解体・廃棄物処理・原状回復の費用（見込み）
	△30,000

	一般債権への配当原資
	131,350

	一般債権の合計（内訳は設例のページの表4-3）
	776,250

	清算配当率（配当原資÷一般債権）
	16.9％


注：掛け目と処分の前提は設例の仮定です（設例A社はリスケ型のため、計算の例として掲載）。
表12-2 対象債権者別の回収見込みの比較（記入用、単位：千円）
	対象債権者
	基準日残高
	清算時の
回収見込み
	計画による
回収見込み
	差

	A銀行（【保全の内容】）
	
	
	
	

	B信用金庫（【保全の内容】）
	
	
	
	

	C公庫（【保全の内容】）
	
	
	
	

	信用保証協会（代位弁済後の求償権）
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


13　地域経済への影響（プレ再生の場合・他の型は必要に応じて）
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：別冊2 2.(5)⑨　／　必要な型：必要に応じて（プレ再生計画は記載）
1. ⑨は「必要に応じて」の規定ですが、⑪はプレ再生計画を①・⑤・⑦・⑨の記載がある計画と定義しているため、プレ再生計画では記載します。
1. 雇用の維持、取引先の連鎖倒産の回避、地域で果たす役割を書きます。
1. 撤退を含む計画でも、配置転換などで雇用をどう守るかを書くと、関係者の理解を得やすくなります。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
本計画の実行により、従業員【○】名の雇用を〔全て〕維持し、仕入先・外注先【○】社との取引を続けます。当社は【地域で果たしている役割】を担っています。
14　本格的な再生計画への移行（プレ再生の場合）
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：別冊2 2.(5)⑪　／　必要な型：プレ再生計画
1. 2026年の改定で、プレ再生計画には「後の本格的な再生計画の策定に移る場合を具体的に定めた内容」を含めることが加わりました（⑪）。Q＆A（Q32-2）は、イ 終了時の対応、ロ 期間中に本格的な計画を作れるようになった場合の移行、ハ 期間中に履行が難しくなった場合の対応の3つについて、対応策を書くとしています。
1. プレ再生計画の期間は3事業年度（成立年度を含まない）が限度です（Q32）。計画の要旨に、プレ再生計画であること、期間、本格的な計画の成立を目指す時期を書きます。
1. 出口は、モニタリングで毎回確かめられる指標（経常利益、営業キャッシュフロー、資金残高、公租公課の納付状況など）で書き、判定の場と期限、判定した後に誰が何をするかまで書きます。イ・ロ・ハは判定表（表14-1）にまとめます。
1. 暫定的なリスケでも、安易に元金を据え置かず、返済額は返済できる額から決めます。滞納があれば、官公署と協議した納付計画を前提にします（Q30-2）。
1. 協議会のモニタリング期間は成立年度を含めて概ね3事業年度が目途です（4.(1)③）。プレ再生の期間は成立年度を含めずに数えるため、最終年度まで確認を続けることを明記します。
1. 本格的な再生計画の標準処理期間は原則6か月、検証型で4か月です（Q35-3）。最終年度の期末に申し出ると計画の空白期間が生じるため、申し出の時期を計画に書いておきます。
1. 【　】内は例示です。基準の水準と期限は、会社の業種や資金繰りの状況に合わせ、主要債権者と協議して決めます。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
14-1 イ　終了時の対応
当社は、本計画の最終年度である【2030年3月期】の上半期中に、中小企業活性化協議会に本格的な再生計画の策定支援を申し出て、本計画の終了までに本格的な再生計画の成立を目指します。
申し出に先立ち、【2029年3月期】の決算を基準として実態貸借対照表と正常収益力を見直し、主要債権者と次の方針を協議します。
（1）数値基準を満たす見通しがある場合：返済条件の変更を内容とする再生計画を策定します。
（2）数値基準を満たす見通しが立たない場合：DDSや債権放棄等の抜本的な金融支援、スポンサーによる支援を含む再生計画を検討します。
（3）いずれの方法でも事業の継続が困難な場合：再チャレンジ支援の活用を含め、取引先と従業員への影響を抑える方策を協議します。
14-2 ロ　期間中の本格的な再生計画への移行
本計画の期間中であっても、次のいずれかに該当した場合は、計画期間の満了を待たずに本格的な再生計画への移行を協議します。
（1）【2期連続】で経常利益が黒字となった場合
（2）重点施策である【○○事業からの撤退と□□事業への集約】が完了し、その効果を織り込むと数値基準を満たす事業計画を策定できる見通しが立った場合
（3）滞納していた公租公課の納付が完了した場合
該当の有無は四半期ごとのモニタリング会議で確かめます。該当した場合は【1か月】以内に主要債権者と移行の可否を協議し、移行が適当と判断したときは、中小企業活性化協議会に再生支援を申し出ます。
14-3 ハ　計画の履行が困難になった場合の対応
次のいずれかに該当した場合は、計画の履行が困難になるおそれがあるものとして、【2週間】以内に主要債権者と中小企業活性化協議会に報告します。
（1）経常利益が【2四半期連続】で計画を【○％】以上下回った場合
（2）資金繰りの見込みで、【3か月】以内に資金の不足が見込まれる場合
（3）公租公課の納付計画を履行できなかった場合
報告の後【1か月】以内に、乖離の原因の分析と対応策を示して主要債権者と協議します。対応策は、施策と数値計画の見直し、抜本的な金融支援やスポンサー支援を含む本格的な再生計画への前倒しの移行、事業の継続が困難な場合の再チャレンジ支援の活用、の順に検討します。
14-4 出口の判定表
表14-1 出口の判定表（【　】内は記入例（架空の数値））
	出口
	判定の基準
	計画上の見込み
	確認の場と期限

	ロ 期間中の移行
	【経常利益が黒字で、かつ滞納を完納した決算期】
	【計画2期（○年3月期）の決算で該当】
	【決算後のモニタリング会議。該当すれば1か月以内に移行を協議】

	イ 終了時の対応
	【ロに当たらないまま計画2期の決算を迎えた場合】
	―
	【同じ会議で、条件変更型か抜本型かの方針を協議し、計画3期の上半期に申し出る】

	ハ 履行が難しい場合
	【経常利益が2四半期続けて計画を20％以上下回る、3か月以内の資金不足の見込み、納付計画の不履行】
	【該当しない計画】
	【四半期のモニタリング会議。2週間以内に報告】


注：判定に使う指標は、モニタリングの報告資料と同じものにします。
15　小規模特例の要件（小規模特例の場合）
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：別冊2 2.(5)⑩　／　必要な型：小規模特例
1. 小規模な事業者が債権放棄等を含まない計画を作るとき、⑩のイ・ロを含めれば、数値基準②〜④を含めないことができます。小規模な事業者は、中小企業基本法の小規模企業者と、売上1億円未満かつ有利子負債1億円未満の事業者です（別冊2 Q＆A Q31）。どちらに当たるかを、根拠の数字とともに計画書の冒頭で示します。
1. イは、成立後2事業年度目（成立年度を含まない）から3事業年度続けて営業キャッシュフローがプラスになることです。成立年度を計画0期と呼ぶと、計画2期から4期が判定の対象です。要領とQ＆Aに営業キャッシュフローの定義はないため、使った算式を注記します。運転資金の増減と税金の支払まで含めた形で示すと、保守的な判定になります。
1. ロは、事業を続けることが経営者等の生活の確保に有益であることです。世帯の収入のうち事業から得る部分、減額後の報酬で生活が成り立つか、事業をやめた場合の影響を、事実で書きます（世帯の収支表は付録8）。報酬を減らしすぎると、ロと矛盾します。
1. 協議会の⑩には、中小版GL・405事業の特例にある「計画期間の終了後に業況が良好で、財務内容に特段の問題がない状態等となる計画」の選択肢がなく、営業キャッシュフローの要件が必須です。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
（1）営業キャッシュフロー：計画2期から4期の営業キャッシュフローは、【○】千円、【○】千円、【○】千円です。いずれもプラスの見込みです（表15-1）。
（2）生活の確保：代表者の世帯の収入は【内訳】です。【理由】により、事業を続けることは、経営者等の生活の確保に有益です。
表15-1 営業キャッシュフロー（記入用、単位：千円）
	項目
	計画1期
【○年○月期】
	計画2期
【○年○月期】
	計画3期
【○年○月期】
	計画4期
【○年○月期】

	経常利益
	
	
	
	

	減価償却費
	
	
	
	

	法人税等の支払
	
	
	
	

	運転資金の増減
	
	
	
	

	営業キャッシュフロー
	
	
	
	

	⑩イの判定
	対象外
	〔プラス／マイナス〕
	〔プラス／マイナス〕
	〔プラス／マイナス〕


注：この表の営業キャッシュフローは、経常利益＋減価償却費－法人税等の支払±運転資金の増減です。計画1期のマイナスはイの判定に影響しませんが、手元の資金で賄えるかは資金繰り計画で示します。
16　モニタリング計画
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：―（2.(5)の記載事項ではありません）　／　必要な型：全て
1. モニタリング計画は2.(5)の記載事項ではありませんが、協議会は成立後概ね3事業年度（成立年度を含む）を目途にモニタリングを行います（4.(1)③）。中小機構の着眼点も、進捗の確認、対応策の検討、外部への報告を含む実施計画を作るよう求めています。
1. 書く項目は、期間、頻度、報告の資料、報告先と期限、社内の体制、判定の指標、未達時の対応、計画変更、約束の履行（役員報酬の支給額、公租公課の納付状況）です。
1. 成立年度と計画1期の頻度を他の年度より多くするなど、適切な頻度の設定が重要とされています（別冊2 Q＆A Q39、2026年改正）。モニタリング期間の後も、計画の最終年度まで毎期の決算書を提出することを書きます（4.(1)③）。
1. 未達時の対応は、何を測り、どこまで下がったら、誰が、いつまでに、何をするかの形で書きます。計画の利益が小さい年度は、率ではなく金額で目安を決めるのが実際的です。
1. 計画を上回った場合の扱いも決めておくと、後の協議が円滑になります。
1. 【　】内と表16-1・表16-2は例示（記入例（架空の数値））です。目安の水準と期限は、業種や資金繰りの状況に合わせ、主要債権者と協議して決めます。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



【この章の結論（1〜2文）】
16-1 期間・頻度・報告の内容
1. 期間と頻度：本計画の成立年度（【2027年3月期】）から【2029年3月期】までをモニタリング期間とします。成立年度と計画1期は四半期ごと、計画2期は半期ごとに、全ての対象債権者と中小企業活性化協議会に報告し、モニタリング会議を開きます。期間の終了後も、計画の最終年度（【2032年3月期】）まで毎期の決算書を提出します。
2. 報告の内容：月次試算表、計画との対比表、資金繰りの実績と見込み、重点施策とKPIの進み具合、金融機関別の借入金残高、役員報酬の支給額を報告します。資料は四半期末の翌月末までに、全ての対象債権者に同時にお送りします。
16-2 計画を下回った場合・上回った場合
3. 計画を下回った場合：次のいずれかに当たる場合は、【2週間】以内に主要債権者に報告し、賞与の抑制などの追加策を実施します。（1）期首からの経常利益の累計が、計画を【1,500千円】以上下回った場合。（2）重点施策のKPIが【2か月】続けて目標に届かない場合。
4. 協議の申し出：次のいずれかに当たる場合は、全ての対象債権者と同協議会に速やかに報告します。（1）前項の状態が【2四半期】続く場合。（2）【3か月】以内に、月末の資金残高が【20,000千円】を下回る見込みとなった場合。（3）約定の返済や公租公課の納付が遅れる見込みとなった場合。報告の後【1か月】以内に計画の見直し案を示し、返済条件に影響する場合は計画の変更を申し出ます。
5. 計画を上回った場合：決算で手元資金が【月商の1.5か月分】を超えた場合は、超えた額の扱いを全ての対象債権者と協議します。
表16-1 段階別の対応ルール（記入例（架空の数値））
	段階
	判定の目安（例）
	会社の対応
	報告

	注意
	期首からの経常利益の累計が計画を下回るが、差は1,500千円未満
	推進会議で原因を確かめ、施策の担当と期限を見直す
	次の定例の報告で説明する

	警戒
	経常利益の累計の差が1,500千円以上、又は重点施策のKPIが2か月続けて目標に届かない
	表16-2の追加策の発動を決める
	主要債権者に2週間以内

	協議
	警戒が2四半期続く、3か月以内に月末残高が20,000千円を下回る見込み、又は約定の返済や公租公課の納付が遅れる見込み
	数値計画を見直す。返済条件に響くなら計画変更を申し出る
	全ての対象債権者と協議会に速やかに。1か月以内に見直し案


表16-2 追加策と発動の目安（記入例（架空の数値）、単位：千円、年額）
	追加策
	発動の目安
	効果
	注意点

	賞与の支給額を半分にする
	警戒
	利益・資金とも2,500
	業績に連動させる旨を、成立時に従業員へ説明しておく

	役員報酬をさらに月100千円減らす
	警戒が2四半期続く
	利益・資金とも1,200
	期中の減額は税務上の扱いを確かめる

	先送りできる設備投資を延期する
	警戒
	資金のみ。最大5,000
	安全や品質に関わる更新は延期しない


注：表16-1・表16-2は、計画書のページ第14章の例（計画1期の経常利益が2,000千円の会社）の水準です。自社の利益の水準、最低限残す資金残高、賞与や役員報酬の額に合わせて決め直します。
付録
	記載のポイント　（提出前にこの枠を削除してください）
要領の対応：―　／　必要な型：全て
1. 付録には、数値計画の明細、金融機関別の表、算式と用語の定義を置きます。数値計画を付録だけに置かず、本文にも要約と前提条件を書きます。
1. 用語と算式の定義（付録1）は、書き始める前に固めます。同じものを別の言葉で書くと、読み手は別のものだと受け取ります（例：実態純資産・実質純資産・修正後純資産）。
1. 要件対応表（付録2）を付けておくと、調査報告書の作成者も記載事項を確かめやすくなります。数値基準を満たさない計画では、満たさないことと合理的な理由の根拠を書いたページも示します。
1. 第二会社方式では、承継する事業・資産・負債の範囲と税務の影響が論点になるため、税務の試算も付録に添えます。
▼ この枠の下が記載例です。【　】を自社の内容に差し替えて使います。



付録の一覧
表付-1 付録の一覧
	No.
	付録
	内容
	関係する章
	必要な型

	付録1
	用語と算式の定義
	計画0期・実態純資産・正常収益力・キャッシュフロー・有利子負債の対キャッシュフロー比率・対象債権者
	全体
	全て

	付録2
	要件対応表
	別冊2 2.(5)①〜⑪の記載事項と、本書の掲載箇所
	全体
	全て

	付録3
	数値計画の明細
	損益計画・貸借対照表・キャッシュフロー計画の年度別の明細、課税所得の計算、月次の資金繰り表（実績と計画）
	7・8
	全て

	付録4
	金融機関別の表
	金融機関別の基準日残高・保全・要請内容・月額と年額・期末残高と支払利息
	9
	全て

	付録5
	ビジネスモデル俯瞰図
	仕入から製造・販売までの流れ、強みと弱み
	1
	全て

	付録6
	アクションプランの管理表
	施策ごとの担当・期限・KPI・効果額の根拠・四半期ごとの工程
	6
	全て

	付録7
	第二会社方式の税務の試算
	承継する範囲と、債務免除益・欠損金などの税務の影響
	9・10
	第二会社方式の場合

	付録8
	世帯の収支表
	経営者等の生活の確保（⑩ロ）の根拠
	15
	小規模特例


付録1 用語と算式の定義
1. 計画0期・計画1期：計画の成立日を含む事業年度（【○年○月期】）を計画0期、その翌事業年度を計画1期といい、以下順に数えます。
2. 実態純資産：資産と負債を財務DDの評価で修正した後の純資産をいいます。代表者等と一体で見た数字は「一体の実態純資産」と呼んで区別します。
3. 正常収益力：一過性の損益や不適切な会計処理の影響を除いた、事業が本来持つ収益力をいいます。
4. 簡易キャッシュフロー：【経常利益＋減価償却費－法人税等】をいいます。フリーキャッシュフローは【定義】をいいます。
5. 有利子負債の対キャッシュフロー比率：（有利子負債－現預金－信用度の高い有価証券等－運転資金）÷（留保利益＋減価償却費＋引当金の増減額）をいいます。算出方法は別冊2 Q＆A（Q26）によります。有利子負債は短期借入金・割引手形・長期借入金・社債、運転資金は売掛債権＋棚卸資産－仕入債務（回収不能額・不良在庫を控除）とします。
6. 対象債権者：本計画で金融支援をお願いする【金融機関名】をいい、信用保証協会を〔含みます／含みません〕。
付録2 要件対応表
表付-2 要件対応表（別冊2 再生支援実施要領 2.(5)①〜⑪）
	記載事項
	本書の章
	掲載頁
	リスケ型
	債権放棄型
	プレ再生
	小規模特例

	① 自助努力の反映（金融支援の前に会社がする施策と効果）
	5・6
	○頁
	必要
	必要
	必要
	必要

	① 企業の概況
	1
	○頁
	必要
	必要
	必要
	必要

	① 財務状況（資産・負債・純資産・損益）の推移
	2
	○頁
	必要
	必要
	必要
	必要

	① 実態貸借対照表
	3
	○頁
	必要
	必要
	必要
	必要

	① 経営が困難になった原因
	4
	○頁
	必要
	必要
	必要
	必要

	① 事業再構築計画の具体的内容
	5・6
	○頁
	必要
	必要
	必要
	必要

	① 今後の事業見通し
	7
	○頁
	必要
	必要
	必要
	必要

	① 財務状況の今後の見通し
	7
	○頁
	必要
	必要
	必要
	必要

	① 資金繰り計画
	8
	○頁
	必要
	必要
	必要
	必要

	① 債務弁済計画（公租公課の滞納がある場合は、その解消に向けた内容を含む）
	9
	○頁
	必要
	必要
	必要
	必要

	① 金融支援を要請する場合はその内容
	0・9
	○頁
	必要
	必要
	必要
	必要

	① 保証人の資産と負債の状況（債権放棄等を要請する場合）
	11
	○頁
	―
	必要（注1）
	―
	―

	② 実質債務超過を5年以内を目処に解消
	7
	○頁
	該当時（注2）
	該当時（注2）
	―
	省略可

	③ 経常赤字を概ね3年以内を目処に黒字化
	7
	○頁
	該当時（注2）
	該当時（注2）
	―
	省略可

	④ 終了年度の有利子負債の対CF比率が概ね10倍以下
	7
	○頁
	必要（注2）
	必要（注2）
	―
	省略可

	⑤ 経営者責任の明確化
	10
	○頁
	必要
	必要
	必要
	必要

	⑥ 株主責任の明確化
	10
	○頁
	―
	必要
	―
	―

	⑦ 債権者間の平等・衡平
	9
	○頁
	必要
	必要
	必要
	必要

	⑧ 清算価値を上回る経済合理性
	12
	○頁
	―
	必要
	―
	―

	⑨ 地域経済への影響
	13
	○頁
	任意
	任意（注3）
	必要（注4）
	任意

	⑩ 小規模特例のイ・ロ
	15
	○頁
	―
	使えない
	―
	必要

	⑪ 本格的な計画へ移る場合の内容
	14
	○頁
	―
	―
	必要
	―


「必要」は記載が求められる項目、「該当時」は実質債務超過や経常赤字の場合に求められる項目です。「省略可」はイ・ロを含めれば含めなくてよい項目、「任意」は必要に応じて記載する項目、「―」は求められない項目です。
注1：保証人がいる場合です。保証人の保証債務の整理を支援する場合は、別冊4の手順によります（別冊2 5.）。注2：業種特性や固有の事情等に応じた合理的な理由があれば、基準を超える計画も排除されません。その場合は、(i)基準を満たさないこと、(ii)合理的な理由があると考える根拠を計画に書きます（Q26-2）。注3：Q13は、債権放棄等を含む支援では⑥・⑧・⑨などの計画の内容が、条件変更だけの場合より厳格に規定されていると説明しています。注4：⑨は「必要に応じて」の規定ですが、⑪はプレ再生計画を①・⑤・⑦・⑨の記載がある計画と定義しています。
出典：計画書のページ 第1章の要否表（表1-1）。型に合わない列は削除して構いません。
作成：ジェイスタート会計事務所（https://www.sapporotax.com/saisei/shoshiki/）	 / 
